特別分科会

記録者名前：菅原　憲一（山形県本部）

参加者人数：17日　165人／18日午前　165人

	プログラム
	17日(金) 9 ：00～： 9 ：10

　開会あいさつ
　　座長：川上　　満

	記　　　録
	　夕張市のラス指数が68.6という全国で最も低い数値。総務省が2007年度決算に基づき、健全化比率あるいは公営企業の資金不足比率等を発表した。問題は、政府・総務省が財政悪化の原因を自治体に転嫁し責任を負わせようとしていることにある。今回、夕張を会場として特別分科会を開催し、夕張の現状・全国の自治体財政状況を参加者全員で共有化し、討論し議論を深めていただきたい。

	プログラム
	 9 ：10～10：00

　「“夕張”が明らかにした問題」

　　　　　三輪　修彪（北海道労働文化協会理事長）

	記　　　録
	　1955年にはすでに国がエネルギーの政策転換を実施し、石炭から電気・石油となった。夕張市も国策の転換を背景に、当時の中田市長は石炭から観光へと政策を転換し、民間の投資によってスキー場などを整備した。しかし、バブル崩壊とともに観光開発を行った施設は経営が低迷し、民間企業は撤退していった。観光事業の衰退により、市が疲弊することへの市民の危惧も強く、結果として民間企業撤退後の経営を市が引き受けざるを得なくなった。最終的には膨大な借金が残った。

	プログラム
	10：00～10：40

　「夕張市職労の現状」
　　　　　厚谷　　司（夕張市職員労働組合）
　質疑応答

	記　　　録
	　総務省からの指導もあり、職員の約２割の分を他自治体からの派遣で人件費を抑制している。職員は心に余裕のない状況。果たして住民にサービスを提供できるのかという不安がある。

　夕張市の財政再建問題について、国も道も誰も責任を取るシステムになっていない。

　この２年間で人口の１割にあたる1,200人が転出。節約と善意だけで借金を返せるわけはなく、一体誰が夕張財政の責任を取るのか、国の政権交代が必要でないか、様々な声が出てきている。

質問

　予算のからくりを何故議会で把握できなかったのか。

　組織ぐるみとかなかったのか。職員の実情はどうなっているのか。

＜厚谷委員長＞

　議会のチェック機能がうまく働いていなかった。中田市長当時、一時借入をしていて、彼にはリーダーシップもあり権限が強かった。バブル崩壊と松下興産の撤退等、夕張市には予期せぬ事態が起こった。


	プログラム
	10：50～11：40

　「行政の役割と住民の意識」

　　　　　寺江　和俊（夕張市総務課長）

	記　　　録
	　夕張市の財政再建問題は、無駄遣いと不適正な会計処理だけに着眼され、夕張の自己責任論を決定づけるシナリオに沿って世論が形成された。現行の財政再建計画は、

	
	夕張市が「作った計画」ではなく国に「作らされた計画」であり、353億円の借金返済のための計画である。現在は、夕張市の職員の中で管理職でも月例給30万円を超える人がいない状況。市立病院は診療所（指定管理者）となり、今後のまちづくりについて住民懇談会でもいろいろ議論されている。昨年5月の住民懇談会では、「責任追及」よりも「どうすれば建て直しできるのか」の意見も多かった。新法のもとでの再生計画は、市民が安心して住める環境づくりが必要であり、押し付けられた計画とならないようにしなければならない。

	プログラム
	11：40～12：10

　　　　　伊吹　敏昭（ゆうばり市民・生活サポートセンター代表）

	記　　　録
	　サポートセンターの設立背景は、夕張市の職員が半減し、行政サービスも4割が廃止され、行政体制の維持さえ危惧された。退職者は、①札幌市などの市外に転出（48人）、②市内に居住しているが市外で仕事（18人）、③市内で就職（35人）という動向状況。これからの課題として、自治労と地域住民との共闘体制が必要になる（介護・福祉・医療など）。

	プログラム
	13：30～14：30

　講　　演「自治体財政健全化指標の算定結果の検証（「自治総研」2008年11月号より抜粋）」
　　　　　　　　　　　飛田　博史（(財)地方自治総合研究所研究員）

	記　　　録
	　これまでの財政関係の法律では、赤字が一定の基準を超えた場合、自主財源によるか国の法律の適用により管理下に入るかは自治体に選択があった。しかし、今回の健全化法は財政基準に該当すれば再建計画の策定が自動的に義務付けられる。自治体の多くは、財政指標で示された基準のクリアだけを目的としている。財政悪化の真の要因を突き止め、その中で行財政のあり方を考えるのが本筋だが、実態は基準クリアのみが行財政運営の目標になっており、自治体は「思考停止」の状況に陥っている。

　健全化指標を積極的に捉えるならば、その背景を分析し、住民、議会、行政関係者に明らかにすること、住民負担のあり方も含めて理解を求めえることが必要だ。

	プログラム
	14：30～17：00

「レポート発表とフロアー討議」

　　①　「築上町財政再建計画協力の取り組み」

　　　　　　福岡県本部／築上町職員労働組合・執行委員会

　　②　「さぬき市の財政分析（合併先進地と呼ばれた町の現状）」

　　　　　　香川県本部／さぬき市職員労働組合
　　③　「富良野市の財政分析」

　　　　　　北海道本部／自治労富良野市労働組合連合会・自治研推進委員会
　　④　「『岡山県自治体財政白書』作成の取り組み」

　　　　　　岡山県本部／自治研究センターおかやま
　　⑤　「基地（米軍・自衛隊）は地方自治体の財政を圧迫している。基地は自治体財政に貢献しない＝基地の街・相模原市の税制分析から」

　　　　　　神奈川県／相模原市議会議員　金子豊貴男
　　⑥　「公立病院財政問題について」

　　　　　　北海道本部／赤平市職員労働組合

	記　　　録
	①　築上町は当初、６市町で法定協を立ち上げたが、築城町の離脱で不成立。特例法の期限が迫るなか急遽２町（椎田町・築城町）だけでの合併が成立。合併してから賃金カットの提案があった。交渉を重ね、最終的には当局と確認書を取り交わしたが、特筆として労働組合としても財政再建を検証するために(財)福岡県地方自治センターの財政診断を受けるという一項を入れた。当局との交渉で新規事業はしないことを確認（但し火葬場の建設だけはする）。また、労使による行財政検討委員会を設置して議論・検証を行うことも確認した。

②　2002年度に１市５町で合併した。旧自治体の財政はほとんど交付税のみで運営。財政難の要因は、補助金の廃止と交付税の減額が考えられるが、具体的な要因はさ

	
	　まざまである。財政専門プロジェクトチームを立ち上げた。組合も財政悪化の要因が人件費でないことを当局に言うことが大切。合併しても結局交付税が取り崩されている。組合として財政分析し、住民・議会にどう公表するかが重要。

③当局から「今後６年間職員10％カットと３年間新規採用職員をとらない」と言われた。「地方交付税削減による厳しい財政状況であり、景気の低迷による財政事情というものがある」と当局は主張したが、財政分析してみると富良野市は必要以上に賃金カットしている状況。しかし、財政分析の結果、財政悪化の根本原因は出せなかった。公債費比率と経常収支比率が高いことは事実だが、地方交付税の大幅削減と繰出し金・公債費が上昇したためであり、人件費が経常収支を押し上げたわけではない。

＜徳島＞

　実質公債比率が25％を超えれば健全化団体となるが、財源がある程度裕福な18％と、そうでない自治体の18％では負担感が全然違う。留保財源が乏しい地域では、交付税に算入される公債費が十分まかなえていない。返済財源を踏まえた財政分析のあり方を考えるべき。

＜新潟＞

　現在、柏崎の原子力発電の電気は全て東京電力へ供給されている。原発稼働時は財源があったが、新潟県中越沖地震で不足になった。「第２の夕張」になってしまうのでないかという話が出ている。原発に頼らない柏崎のシンポジウムを開いて模索している状況。

④　岡山は市町村合併により県内78市町村が27となり、合併後の検証と動向分析をした。分析の結果をグラフ化して動向の現状を見やすくした。基準財政需要額と決算額の乖離をみて、交付税算定の妥当性の検証を県内全自治体で分析を行い、「岡山県財政白書」を作成した。職員・議員も含めすべての人が自治体財政の情報を共有化する必要。

⑤　相模原市に米軍基地は３つあり相模原市の4.9％の面積を占める。市内の基地は国有地のため固定資産税等は一切自治体に入らない。その代替として入るのが基地交付金。それと別に基地交付金の対象となる国有財産と対象外である米軍資産との均衡や非課税措置による影響を考慮して毎年度交付される調整交付金がある。しかし、基地交付金・調整交付金は市税の0.2％しか入らない現状。再編交付金については、国の言うことを聞く自治体だけに出される酷いものである。

⑥　炭鉱が94年に閉山し、地方交付税も大幅に削減された。赤平市財政健全化計画を2007年に策定した。職員の賃金15％カットや57歳到達時の基本給削減30％という途方もない提案。57歳以上の職員は全て退職という異常な状況。病院特例債13億８千万を借りたが、市立病院の繰出し基準で３億５千万、病院不良債務解消分で１億５千万、病院特例債の償還で２億、合わせて７億の返済となる。臨床研修医制度により2003年度末、常勤18名から現在９名へ。市民アンケートでは95％が「病院を存続してほしい」という回答。市立病院の職員も日夜、医師の確保に向けて努力しているが現実は大変厳しい状況。

	プログラム
	18日(土) 9 ：00～11：00

　パネルディスカッション「地域をつくる」

　　コーディネーター：飛田　博史（(財)地方自治総合研究所研究員）

　　パネリスト：辻道　雅宣（(社)北海道地方自治研究所研究員）

　　　　　　　　　　　中尾　　修（前北海道栗山町議会事務局長）

　　　　　　　　　　　大江　正章（コモンズ代表）

	記　　　録
	＜中尾＞

　老人ホームの委託をめぐり提案された条例案を栗山町議会が否決した。地域内の企業が恩恵を受ける仕組みなら、議会としても承認できただろうが、そうでなかった。だから否決となった。民間企業でなくとも、役場で提供したほうが適切という分析や提案も必要ではないか。議会は最終処分場。だが、議会に提案するまでに、自治体職員、組合も条例案の中身が妥当かを十分考えるべき。

＜大江＞

　地域活性化は、市民・住民の立場から考えることが必要。地域に自治体職員は見えても、組合の姿はまったく見えてこない。第１次産業が元気にならないと他の産業も活性化しない。地域の産業が連携し、第１次、第２次の製造業、第３次のサービス業を合わせた第６次産業の再興で、人、お金、物が循環し、地域を支える仕組みを作ることが必要。ハコモノだけの観光に未来はない。地域資源を活用して政策を進めるか。

意見、質問

＜山梨＞

　山梨に歴史的観光資源の道路があるが、道幅が狭く車が１台通れるかどうかで不便。自然保護や景観保全という観点と住民利便性をどのように両立するか悩んでいる。

＜大江＞

　地元の暮らしが優先。道路を作り景観が損なわれても観光客が来ないということはない。最終的には暮らしている住民の声が大切。地域の景観を守るのか、道路を作るのかは合意形成が必要になる。

＜長野＞

　老人ホーム委託をなぜ否決したのか。

＜中尾＞

　町内の経済循環につながらないものだから、否決した。最終判断は議会だが、提案内容に職員も責任を持つべき。

＜千葉＞

　住民と議会を近づける方法はないものか。

＜中尾＞

　財源不足の自治体ほど、地方議会事業の選択が重要に。乏しい財政のなかで、事業選択を行う責任が議員にはある。そもそも住民と対話せずに、議員は事業選択できるのだろうか。

	プログラム
	11：00～12：00

　夕張市石炭博物館でフィールドワーク

	記　　　録
	　炭坑に働く人の生活から、夕張市が石炭で栄えた歴史などについて学んだ。


良かった点、反省点など

	

	　分科会の内容を自治体財政に絞り込んでの特別分科会であり、参加者も専門的に興味、関心の有る人であったため、それぞれの発表や講演について、真剣に聞くことが出来た。しかしながら、財政分析の結果や、財政再建の取り組みについて、単組の取り組みや、住民との協働における具体的課題や成果が議論されるまでには至らなかった。

	


全体の印象、感想

	

	　財政再建のまち夕張市で開催したことにより、財政再建の厳しさ、国政の誤り、行政と住民の協働について、まちの様子やそこに住む人々の声を単に見聞きするのではなく、五感で吸収できたと思う。
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